
都道府県医師会相互の
災害時医療協定の締結状況

2

Ｎ＝４７・ブロック単位：１５

・個別の医師会単
位（１，２の医師
会）：５
（重複計上）

平成25年度
「災害医療に関する調査」

結果概要

平成２５年６⽉
救急災害医療対策委員会
災害医療⼩委員会

対象：４７都道府県医師会
回答：４７都道府県医師会（１００．０％）
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別添２
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医療救護班の派遣に伴う経費負担
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無回答

都道府県行政との協定
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都道府県⾏政との協定における医師会の
役割
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（複数回答）
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災害時医療計画の策定

災害医療チームの編成、派遣

医薬品等の備蓄

医師会・医療機関と調整連絡

研修・防災訓練の実施

その他

無回答
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全都道府県医師会が、行政との間で協定を締結

－ 52 －



「災害時やむを得ない時は知事等からの要請がなくとも医師
会の判断で救護班を派遣でき、事後報告を⾏えば要請があっ
たものとみなし、知事等が経費等を負担する」規定の有無
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都道府県行政との協定

医療救護班の派遣に伴う
２次災害時の補償責任
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定期的な⾒直し規定の有無
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都道府県行政との協定

「県外派遣規定」（他の都道府県への派遣を⾏っ
た場合の規定（経費負担など））の有無
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都道府県行政との協定
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都道府県医師会・医療関係団体との
災害時医療協定の締結状況
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Ｎ＝４７・郡市医師会・十四大都市医
師会
・三師会、看護協会
・栄養士会
・日赤支部
・医薬品卸組合
・アマチュア無線連盟支部

協定の現状について、形骸化の懸念など、
具体的な課題の有無
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都道府県行政との協定

－ 55 －



JMATの組織化
• ＪＭＡＴのため、災害時対応マニュアルや⾏動
計画を策定
– はい：２５医師会
– いいえ：２２医師会

• ＪＭＡＴの組織化の取り組み
– はい：１９医師会
– いいえ：２８医師会
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・事前登録制
・研修会・訓練の実施
・薬剤師会、看護協会等との協力

Ｎ＝４７

都道府県⾏政相互の
災害時医療協定の締結状況
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Ｎ＝４２

協定の名称等
北海道・東北８道県相互応援協定 関⻄広域連合

福島県、茨城県、栃木県、群馬県
及び新潟県五県相互応援に関する
協定

２府７県危機管理事例発⽣時の相
互応援協定

震災時等の相互応援に関する協定
（東京都、茨城県、栃木県、群馬
県、埼⽟県、千葉県、神奈川県、
⼭梨県、静岡県及び⻑野県）

中国四国９県

関東地方知事会 九州⼭口９県災害時相互応援協定

中部９県１市災害時等の応援に関
する協定

関⻄広域連合と九州地方知事会

－ 56 －



都道府県防災計画の医療に関する規定
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※ 全都道府県医師会が、災害対策基本法上の「指定地方公共機関」と回答

Ｎ＝４７

都道府県防災会議における議論
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※ 全都道府県医師会が、災害対策基本法上の「指定地方公共機関」と回答

Ｎ＝４７
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都道府県医療計画（５疾病５事業の
「災害時における医療体制）における

ＪＭＡＴの位置づけ
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Ｎ＝４７

都道府県防災計画におけるＪＭＡＴの
位置づけ
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Ｎ＝４７
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災害医療チームの研修・教育の実施の有無
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チーム医療の観点から、医師以外の職種
も参加：１７医師会
・看護師、薬剤師
・業務調整員（事務職員）
・救急救命士
・空港職員

災害医療研修
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災害医療チーム参加者だけではなく、地域の全医
師会員等を対象とした災害医療に関する研修・教

育の実施の有無
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（複数回答）
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全ての医師会員を対象とした
災害医療研修

• 「災害発生ゼロ時」（災害発⽣直後で、ＤＭ
ＡＴ等の被災地外からの医療⽀援チームが到
着する前の時間帯）は、被災地の医師・医師
会だけで対応しなければならない。

• 地域特性に基づく災害リスクの評価、医学的
なスキル、ＤＭＡＴやＪＭＡＴとの連携など。

• ⽣涯教育制度との関連付け。
• 日本医師会ＡＣＬＳ（二次救命処置）研修事
業との関係。
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